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3.4 設備での自然エネルギーの利用 
3.4.1 計画時の留意事項 

省エネルギーや低炭素化社会を実現するために、自然エネルギーの利用が有効な手段とし

て考えられている。これまでにも様々な手法が開発・利用されてきているが、ここでは住宅

に設置できる可能性の高い太陽光発電と太陽熱給湯を将来採用するオプションとして述べる。 
 自然エネルギー利用に当たっての留意事項を以下に示す。 
 
1) 第一に建物の性能を向上させること 
 住宅が必要とするエネルギーのすべてを、自然エネルギーだけで安定して供給することは

難しいので、まず住宅の消費エネルギーが小さくなるように、断熱･気密性能等を向上させな

ければならない。 
 
2) 東北地方の気候特性を考慮すること 
 東北地方は寒冷地であるため降雪・凍結等があり、太平洋側と日本海側とで季節毎の気象

が大きく異なる。事前に地域ごとの自然エネルギーの利用可能性は、1 章で示したポテンシ

ャルマップなどを利用して確認する。 
 
3) 使用する機器・設備の選定 
 機器・設備については除霜運転など寒冷地特有の機能がついており、住まう地域に応じて

性能が異なることを考えて機器を選定する必要がある。 
 
4) 周辺状況と建物配置 
 敷地周辺の地形や植生に応じて、風当たり・日当たり等が異なる。また、建物屋根の面積・

向き・角度により、太陽光の受熱量が異なるので計画時に留意しなければならない。 
 上記については、2 章に建物の基本温熱性能、自然エネルギーとして風力と太陽熱の利用

可能性や手法・設備等が述べられている。表 2.1 は一覧であり、2 章の各節に手順等の説明

が述べられている。 
 
3.4.2 太陽光発電 
 太陽光発電は、シリコンなどの半導体を材料とした太陽電池で太陽光を、現時点では 10
数％の効率で電気に換える発電システムである。クリーンなエネルギーとして期待され、世

界的に注目され、日本でも普及しつつある。 
 発電システムは、太陽電池、太陽電池からの直流配線を一本にまとめる接続箱、 
発電された電力を直流から交流に変換するパワーコンディショナ、住宅に電気を分ける分電

盤、電力量計等からなる。 
 設計・計画時には、地域の日射量、機器を設置する方位と傾斜角、山や建物などの日差し

に関する周囲の状況、コスト試算などを行う必要がある。詳しくは、「国土技術政策総合研究

所・建築研究所監修 準寒冷地版自立循環型住宅への設計ガイドライン（建築環境・省エネ

ルギー機構発行 2012）」などを参照して欲しい。 
例えば、屋根に設置され(図 3.17)、発電量が 4kW システムの場合、太陽電池モジュールの
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設置面積は約 25～40m2 である。屋根の形・面積などで大きく異なるが、晴天の日が多い地

域で屋根が南向きで傾斜 30 度など条件が良ければ、3000～4500kWh の発電量が期待できる。

機器全体の保証期間は 10 年である。また、モジュールの性能は 15％前後の機器が多く、方

角は南向きで傾斜角度は 30 度前後が最適とされている（NEDO の PV 建築デザインガイド

1）をもとに算出）。 
個別の事例については、NEDO（新エネルギー・産業技術総合開発機構）により国内 836

地点・14 年間（1990～2003 年）の標準気象・日射量データから、各地点における任意の方

位及び傾斜角の日射量（MJ/m2）を、1 ヶ月又 1 日単位で算出し、この日射量から任意の月・

日における太陽電池の発電量を推定するソフトウェアなど、3 種が提供されている 2)。 

 
図 3.17 太陽光発電の仕組み 

（出典：太陽光発電協会 HP3）より） 

 
図 3. 18 住宅屋根への太陽電池の設置例 

（出典：資源エネルギー庁ホームページより） 
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各機器の性能、価格、設置方法などの、より詳細なデータは(財)太陽光発電協会 4)や各メ

ーカーのホームページを参照して欲しい。 
 

長所としては以下の点が挙げられる。 
1) 設置地域の制限がほとんどない 
2) 保守が少なくて済む 
3) 屋根や壁といった未利用の場所を利用することができる 
4) 電気設備のない場所の電源として使える 
5) 余剰電源を買い上げてもらうことができる 
6) 災害など非常用電源として使うことができる 

 
短所は以下のとおりである。 

1) 地域の自然条件に応じて発電量が大きく異なる 
2) 現状では発電コストが高いので、補助金等の利用を考慮する必要がある 
 

買い取り制度については、資源エネルギー庁のホームページ 5)を参照されたい。 
 注意点としては以下の事項が挙げられる。 

1) 将来の近隣の建物がどのように変遷するか日影の点から検討しておく。設置後の発電 
量に影響するからである。 

 2) 漏水や屋根腐食の不具合を予め防ぐために屋根強度、雨仕舞いに関して配慮しておく。 
  
3.4.3 太陽熱給湯 

太陽熱給湯器あるいは太陽熱温水器とは、太陽光に含まれる赤外線を熱として利用して温

水を作る機器である。エネルギー変換効率が 40％程度と高く、設備費用が比較的安価で費用

対効果が大きく、これまでの実績もあり機器性能や耐久性等は世界的にも高水準にある。 
 太陽光を集める集熱器、温水を蓄える蓄熱槽(貯湯槽)、温度が十分ではない際に用いる補

助熱源等からなる（図 3.19 参照）。なお、図には示されていないが、寒冷地においては水の

凍結の恐れがあるため、夜間に集熱器内から水を排出する機能などが必要となる。 
タイプとしては、建物の屋根の上に設置する集熱器とタンクが一体となった自然循環式、

集熱器と貯湯槽を分離させたソーラーシステムがある。後者は水を直接温める直接式と、不

凍液をいったん温めてから水を温める間接集熱式がある。 
 集熱器は屋根に設置され、3～4 ㎡で貯湯量は 200 リットル程度が目安である。方式に応

じて、水の凍結への対策、屋根と構造体への重さの負担、水道との接続法、消費電力、メン

テナンス等を考慮する必要がある。なお、災害時には貯湯槽の温水を利用することができる。 
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図 3.19 給湯システムの例（出典：資源エネルギー庁 6）） 

 

 
設計・計画時には、太陽光発電と基本的には同じ手順となる。より詳しくは、「国土技術政

策総合研究所・建築研究所監修 準寒冷地版自立循環型住宅への設計ガイドライン（建築環

境・省エネルギー機構発行 2012）」などを参照されたい。 
なお、集熱器の設置角度は、集熱面が太陽光に対して直角になるのが最も効率が高くなる。

そのため夏に多く集熱したい場合は角度を小さく（10°～20°）、冬の場合は角度を大きく

（40°～60°）すると効率的になる。太陽光発電では年間を通じての発電量を考えるが、太

陽熱給湯では使おうとする季節に応じて角度を考える必要がある。 
各機器の性能、価格、設置方法などの、より詳細なデータは資源エネルギー庁 7)、ソーラ

ーシステム振興協会 8)や各メーカーのホームページが参考となる。 
 
3.4.4 ゼロエネルギーハウスの可能性 

近年ゼロエネルギーハウスや ZEB(Zero Energy Building あるいは Net-Zero Energy 
Building)などと呼ばれる年間での 1 次エネルギーの消費量と発生量が合わせてゼロあるい

は概ねゼロとなる建物の実現が議論されている。1 次エネルギーとは、太陽光や原油等の自

然界に存在するままの形のエネルギーであり、実際には石油などの 2 次エネルギーの形に変

えて使われることが多い。 
すぐに ZEB が実現できるわけではないが、建物性能を格段に向上させて暖房・冷房負荷

を最小限に抑え、効率の高い設備機器を導入した上で、太陽光発電、太陽熱集熱器を利用す

ることが基本である。当然のことながら経費の面については十分に検討する必要がある。 
また、建築環境・省エネルギー機構では、ZEB を目指した住宅に対する LCCM 住宅（ラ

イフサイクルカーボンマイナス住宅）認定制度を発足させたので、参照されたい 9)。   
なお、「ZEB の実現と展開に関する研究会」が経産省、国交省により開催されている。詳

しくは参考文献 10)を参照して欲しい。資料としては、同研究会によるＺＥＢの実現と展開

に関する研究会報告書『ZEB（ネット・ゼロ・エネルギー・ビル）の実現と展開について』

11)がある。 
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